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	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ

議長　　　　　あいさつ

町長　　　　　あいさつ

委員長　　　　議案審査の順序は、議案第６０号、議案第６２号、議案第６３号、議案第６４号の順で行います。

これより議事にはいります。

議案第６０号

委員長　　　　まず、議案第６０号財産の買入れについてを議題といたします。議案第６０号について執行部の説明を求めます。

教育総務課長　議案第６０号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第６０号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。ありませんか。

前田委員　　　なぜ、この１筆だけ遅れたのか。１㎡あたりの単価はいくらか。
教育総務課長　１筆遅れた理由は、この方との用地交渉では代替え地を求められ、その交渉をしておりましたが適当な代替え地がなく、その後、金銭買収で了解を得られました。単価は1㎡当たり平均4万5,300円です。角地補正をしており中間地より若干高いです。
前田委員　　　購入用地のトータル金額はいくらか。単価1㎡当たり平均4万5,300円は、他と比べてどのようか。

教育総務課長　トータル金額は、26筆で9億2,068万1,200円です。前回の25筆は、単価4万4,500円から4万5,300円です。今回は、角地のため4万5,300円です。
前田委員　　　建設までのスケジュールはどのようか。

教育総務課長　現在、造成工事をしており進捗率30％です。造成工事は、平成23年11月末までに終える予定です。将来、給食センターが完成した後、現給食センターの撤去をするところまでを予定しています。一部、造成が完了している所から建設工事に入りますので、23年夏以降に建設工事に入り、平成25年4月開校予定です。

前田委員　　　校舎の設計は決まっているのか。コンペの内容はどのようか。

教育総務課長　校舎の設計者は丹羽英二建築事務所です。現在、発注のための実施設計をしています。コンペについては、指名型のコンペを行い、丹羽英二建築事務所が最高得点を取り、随意契約をしました。
前田委員　　　以前聞いた時は、何の変哲もない中学校の校舎であり設計について競争することはないので、コンペ、プロポーザル等をする予定はないと聞いていたように思うが、今回のコンペはそれとは違うのか。
教育総務課長　今回の中学は、北小のような増築ではなく、土地からどう造るかであるので、設計業者ごとにいろんな案が出てきます。例えば、入札で安いところ一社を決めて、その案だけ決めるというのではなくて、いろんな案から採用するということでコンペを実施しました。

前田委員　　　この前、聞いた内容と違うようだが、校舎そのものが設計のコンペで特質を出すような内容のものになったのか。

教育総務課長　コンペというのは、どういう建物を建てるかという、設計自体を採用するものです。設計業者を採用というより、設計業者の作った絵を採用します。設計業者ごと外観、造り、建物の配置が違います。設計業者の出してきた案には差違があり、その中で選定します。
前田委員　　　今回は、そのような内容の議案でないが、以前と比べて方針が変わったように感じた。以前は、特質すべきものを建てる思いはないと聞いていたので、コスト的に大分違うのではないかという思いがして聞いた。
委員長　　　　他ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第６０号財産の買入れについて原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第６０号財産の買入れについては原案のとおり可決することに決しました。

　　　　　
議案第６２号

委員長　　　　議案第６２号長久手町福祉の家デイサービスセンターの指定管理者の指定についてを議題といたします。議案第６２号について執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第６２号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第６２号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
前田委員　　　今までやってきて、ここで良かったことはなにか。なぜ、これ以外に考えられなかったのか。
福祉課長　　　公の施設の指定管理については、目的が効率的な利用が促進されるものというものを理由としています。社会福祉協議会については、法人格についてはご覧のとおりですが、実際、利用状況が、平均15人定員のところ13人強の状況で利用されています。運営についても、指定管理の社会福祉協議会の方から利用効率についても利用料金制度で運営できると聞いています。利用者の負担については、ある時期、限定された方が利用しています。ですから、面識のあることで、利用状況が良好であり、モニタリングの利用アンケートも好評であるからです。
前田委員　　　利用者の内容について、長久手町民の利用はどのくらいか。

福祉の家局長　現在、利用者は皆、長久手町民です。町外にも窓口は開いています。

小池委員　　　経営状況について、利用状況は好調であり、利用料金制の中でやれているということは黒字ということだが、どの位黒字なのか。採算の見込みはどのようか。

福祉課長　　　平成14年から、利用料金設定、18 年から指定管理者に変わっていますが、すべて黒字です。多い時期は、1,000万円程の利益、少ない年で、平成14年は、300万円弱の利益の年もあるが、ずっと黒字です。

小池委員　　　デイサービスセンターを社会福祉協議会にやらせなければならない理由はなにか。

福祉課長　　　施設は福祉の家の中にある。福祉の家は長久手町の福祉の中核施設と位置付けている。行政により近いところで施設を運営することは利点ではないか。その他、１.モニタリングで好評を得ている、２.これまで苦情をうけていないこと、万が一、苦情があっても社会福祉協議会の組織上、苦情処理委員会が整っている。３.社会福祉協議会はボランティアセンターを作っていて、ボランティアの活動も得られている。このような理由です。
小池委員　　　福祉の家の中にあるとか、行政により近いところで運営されているということだが、社会福祉協議会は独立した社会福祉法人であり、そのようなものは他にもある。この行政により近いということは、町からの出向がある事を言っているのかもしれないが、組織は別である。黒字であるような営業経歴があるのであれば、利用状況が好評であるとはいえ、定員に満たしているというわけではないので、より一層の努力をすべきところもあると考えると公募を考えていく必要があるのでないか。
福祉課長　　　考えていませんでした。長久手町に近い組織というのは、一番の理由ではありません。
福祉の家局長　13人という平均値を申しましたが、受けている人は15名います。ただ、休みの人もいるので、実際、利用者１日当たり平均しますと13人です。利用率は100％です。

小池委員　　　デイサービスセンターに場所は無償で貸しているのか、有償か。　　

福祉の家局長　施設管理に関しては、光熱水費は、面積で按分しています。利用料金制なので、その中ですべて運営していく。一般的な維持修繕工事については利用者である指定管理者が行う。躯体に関する部分を除いての修繕は指定管理者が行います。
前田委員　　　15人というのは施設的に能力が15人しかないのか、従業員、人手の面で15人が一杯なのか。

福祉課長　　　施設的には増やせるが、経営効率の点で、介護福祉の給付金の関係で、人数を増やすと給付額が下がり、実質、収益が悪化することがあります。国の介護保険制度の単価変更を見据えながら、施設能力いっぱいにするかは検討していくと利用者から聞いています。
前田委員　　　要望だが、立派な温浴施設があるので、効率とかでなく、利用者に
充分、利用してもらうことについては今後も考えてほしい。
福祉課長　　　毎年、実積報告書を出してもらい、協議する場を設けていますので、その際に協議します。

委員長　　　　指定管理者制度が始まりどの自治体も５年が経過するが、このデイサービス施設内で、利用者の人が事故にあった場合、その場合の責任の所在はどういう形になっているのか。今、指定管理者の課題であがっていると思うが、当町はどのようか。
福祉課長　　　まだ、そういう事例は聞いていないが、ものの本によると第一義的な責任は、国家賠償法に基づきまして地方公共団体の責任であると考えています。

委員長　　　　他ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。
小池委員　　　指定管理者については、やはり原則的には公募をすべきである。特にこのような民間経営でも、多く成り立っているようなものについては、例え福祉の家の中にあっても、当然、指定管理ということは、公の施設の中でやることですから、指定管理者については公募をしていくべきと考えます。効率性を重視して経営をしているようなことも言われますが、やはり、町民のためということであれば、さらに検討できるようなところを選んでいくことを公募によって今後進めていけると考えますので、反対します。
他ありませんか。ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第６２号長久手町福祉の家デイサービスセンターの指定管理者の指定について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数であります。よって議案第６２号については原案のとおり可決することに決しました。

議案第６３号

委員長　　　　議案第６３号長久手町高齢者生きがいセンターの指定管理者の指定についてを議題といたします。議案第６３号について執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第６３号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第６３号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
副委員長　　　生きがいセンターのシルバー人材センターに登録されている人の人材稼働率はどのようか。
福祉課長　　　人材の稼働率は分かりませんが、会員数428名。事業の契約金額総額１億5,000万円足らずです。

前田委員　　　何年か前に、シルバー人材センターの派遣業種のあり方が変わったが、今行われている業種について、もう少し、幅広く、指導、研修を行う計画はあるのか。同じ事業の中でも、引っ張りだこの事業、例えば、植え木の植栽、剪定などの職種は、もっと人材を増やせば収入が増えるのではと思うが、これらを含め、研修状況についてはどのようか。

福祉課長　　　経営内容について、シルバー人材センターの職務については、民業を圧迫するようなものではいけない、臨時的なものでなければいけない、と言われています。その意味から、一番収入のありました、アピタでの作業につきましては、少し形態が変わり、一部、請負ができなくなった事業があると聞いています。研修については定期的にしていると聞いていますが、庭の剪定などについても、シルバー人材センターで行い、できるだけたくさんの要望に応えていこう、さらにたくさん請け負っていこうという姿勢があります。その分につきましては、シルバー人材センターの営業の上で努力していると聞いています。

小池委員　　　これまでの協定の中に、指定管理料が713万円余りとあるが、これは、今後も変わらない前提なのか。

福祉課長　　　毎年、単価調整などは予算要求などの形で調整していきますが、基本的には、この程度と考えています。

小池委員　　　この中で、人件費はどのくらいを占めているのか。

福祉課長　　　内訳はありませんが、23年度で、230万円位です。
副委員長　　　利用者の満足度、登録している人の満足度はどのようか。
福祉課長　　　モニターはしています。
副委員長　　　登録している人に、十分な活動の場が提供できているか。
福祉課長　　　総会に、町職員も出ていますが、その場では、そういった意見は出ていません。
委員長　　　　他ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。　続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第６３号長久手町高齢者生きがいセンターの指定管理者の指定について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数であります。よって議案第６３号については原案のとおり可決することに決しました。
議案第６４号

委員長　　　　議案第６４号長久手町心身障害者福祉作業所の指定管理者の指定についてを議題といたします。議案第６４号について執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第６４号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第６４号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
小池委員　　　公募をしていないが、社会福祉協議会が行わなければならない理由はなにか。
福祉課長　　　設置以来、委託契約、指定管理者として５年間経過しています。この間、トラブルや問題なく行えていること。また、利用者がおおむね限定されていて、この利用者の心身状態を知っている事もあります。また、たくさんのボランティアが助けていて、このボランティア団体との連携もうまく行えていること。また、社会福祉協議会は、モニター体制、個人情報保護体制が成立されているからです。
小池委員　　　基本協定で、指定管理料は1,709万8,000円だが、これは、主にどういう費用か。

福祉課長　　　人件費が1,300万円で主です。

前田委員　　　特殊な施設ですし、運営もデリケートな問題があると思う。私は、従来の顔なじみの方たちが指定管理していくのが良いと思うが、公募を取った場合に、1,700万円が妥当かわからないが、この金額で公募したら希望者があるのか。
福祉課長　　　主に人件費が多く、正規職員２名、嘱託１名、パート２名の５名体制で対応しています。週に2，3回ボランティアの方の参加もあります。民間では、もっとかかるのではないかと思います。

副委員長　　　景気の悪影響がある中、作業所での収入としてはどのような推移か。
福祉課長　　　厳しい状況です。名刺を作る事業や内職をしています。平成２１年度売上は80万円程です。

副委員長　　　新たな仕事の提供ができる議論はどのように行えているのか。

福祉課長　　　社会福祉協議会の職員が町内の事業所を回っています。

委員長　　　　障害者自立支援法の関係で聞きますが、この施設を利用する人は、利用料は払うのですか。

福祉課長　　　頂いています。

委員長　　　　収入80万円ということだが、他市町において、規模の違いや他市町は民間かもしれないが他市町の状況はどのようか。また、利用者の収入が励みにならないといけないが大体どのくらいなのか。
福祉課長　　　自立支援法が２年後に大幅に改正されようとしています。現在、長久手町では、１割の利用料金を頂いています。社会福祉協議会のみ１割をとらない訳にはいかず、他の事業所との兼ね合いが取れなくなります。一割負担金については積極的に検討していきたいと思います。利用者の収入については、極端に能力の差があります。多い人で、収入が月額１万5,000円程、少ない人で月額2,500円程です。
委員長　　　　少ない人だと、１割負担の施設利用料の方が多いのではないか。

福祉課長　　　その通りです。

保健福祉部長　つばさ作業所については、障害者自立支援法ではなくて、県の補助金の対象事業でありまして、現在、１割負担も自立支援法に則って同じ分だけ頂いいますので、確認をお願いしたいと思います。
委員長　　　　他ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。　　続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。
小池委員　　　３つの指定管理に関する議案、同様だが、基本的には、公募にすべきと考えています。様々な、社会福祉協議会がすることが妥当だという理由をいわれたが、それらに何ら根拠を感じない。指定管理料が増えるのではないかという質問もあったが、その裏付けがあって言っているわけではない。社会福祉協議会が他でこのような仕事をしている組織を持っているわけではない。もっと新しい発想で、他に同じような事をしている団体などはたくさんあります。そういったところに広げながら、結果的に社会福祉協議会を選定することもあると思うが、やはり公募をしていくということについては、最低限していかなくてはいけないことと考え反対します。
委員長　　　　他ありませんか。ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。ないようですので、採決を行います。議案第６４号長久手町心身障害者福祉作業所の指定管理者の指定について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数であります。よって議案第６４号は原案のとおり可決することに決しました。

（執行部退席）

この際、暫時休憩とします。

午前　　　　　　　　　　午前１０時５１分休憩

午前１１時００分再開
休憩前に引き続き会議を開きます。　　
　　　　　　　　

請願第５号

委員長　　　　次に請願第５号国民健康保険における負担軽減を求める請願書を議題といたします。

請願第５号について、紹介議員の説明を求めます。

原田議員　　　請願第５号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより請願第５号に対する質疑等を行います。

質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

前田委員　　　国民健康保険税を１世帯一律１万円以上減税なのか。
原田議員　　　一律１万円減税です。どういう格好で減税してほしいかというと、均等割りというのがあます。40歳以上の人が払うのですが、これが最大2,800円です。標準家庭、夫婦、子ども2人で、だいたい１年間一人当たり2,500円ですので、大体１万円です。この均等割りを減らしてほしいというものです。
前田委員　　　そうすることによって、健康保険のサービスが低下しないか。我々がこれから、やらなければならないサービスの向上について影響があると思うが、そのあたりは考慮されているのか。減税はよいが、健康保険で減税されたところで、遊興費、食費に回ってしまったりしないか。例えば、子どものインフルエンザの補助など、これから寒くなると毎年、学級閉鎖がおこるが、子どもたちにインフルザ予防接種を打たせたいけれどできない家庭に対する補助するなど、減免でなくサービスでそうする事は考えられないか。
原田議員　　　狙いは医療費を下げる事は大前提にあります。加入者の命と健康を守る事があります。現状は、所得が急減し、昨年の所得に対して、今年、払わなければならないと、それは大変な負担だということがあります。もともと負担率が高いということがありますので、ストレートに１万円下げていただく事が大事だと思います。1959年に、国民皆保険制度として出発しました。社会保険から離脱した人も必ず、その翌月から国民健康保険に加入しなくてはならないのです。その時の国庫支出金は医療費の48.5％、健康保険は会社が半分以上出します。1984年に38％に減り、現在は24％に減りました。その分、長久手町は、国民健康保険税は増えて、払えない人がこれ以上増えてはいけないということで、一般会計から補てんをしている。長久手町は、県内でも安い方から6番目ですので、町は、他の市町に比べ努力していただいていますが、最初の出発点から考えると、1万円くらいの減税はささやかな願いで、今言われたことは、別途やっていただくという風に話を進めていただきたいと思います。

前田委員　　　両方できることに越したことはないが。今の状況から言って、難しいと思う。今、300万円ということだが、中小企業で働く人とか組合健保に加入の人で300万円の人もいる。そういう人の組合健保は、国民健康保険に補助を出しているのではないか。
原田議員　　　いいえ、健康保険組合が、お金を出しているのは、介護保険と高齢者医療支援金です。
前田委員　　　私の勘違いかもしれないが、300万円の人もいる。そういう人たちは、組合健保に対して払うお金は非常に大きいが、この人は、これらの対象にならない。そういう意味から国民健康保険だけ、1万円下げるのは、公平性に欠ける。同じ300万円で、一方は下げられない、一方は下げるとなり、おかしいのではないか。
原田委員　　　サラリーマンは総所得に対して保険料率が掛かります。例えば、月額18万円、一時金が5カ月分出ると仮定して、306万円で、そういう方は8.48％の率が掛かります。ですが、国保の場合、資産割が掛かる、健保にはない、均等割りというのが、赤ちゃんから一人ひとりかかり、世帯割が1世帯当たりかかる。このように仕組が違う。これを廃止し、すべて所得割について税率を決めるようになっていかないと差が出てくると考えています。
副委員長　　　休業補償があると、ハードルが様々あるとおもうが、ここにくくられて入ってしまうと、いろんな制約があると思うがどうか。

原田議員　　　財源をどうするかという問題が出てきます。何人そういう方を見込むか。その分を国民健康保険税の中に入る。必要な経費は増えます。その分は負担が増えるのではなくて、町の一般会計から。最低賃金について、サラリーマンの場合は、もらっている給料の65％がでます、３年間は、その後はクビです。自営業者は、所得の特定は、税金の申告でできますが、そこまではしないで、最低賃金1日分で出してほしいということです。最低保障、憲法25条で保証されている最低限の生活保障としてぜひ考えていただきたい。国民健康保険税は、互助方式といわれるが、国保は社会保障制度の一つとして国が進めたことですので、そう理解していただければ無理はないと思います。

前田委員　　　いつも言うが、サラリーマンは、国民健康保険税に対し、一般会計から莫大な繰り入れがある。十分繰入金で賄っているのだから、他の中小企業の協会健保とか、組合健保の人たちからしてみれば、なんで、我々の町民税から国民健康保険税に繰入れがあるのかと。そういう意味では、住民サービスが低下するのではないか。そういう中で、1万円減税は理解が得られないのではないか。サービスの向上を図った方がよいと思います。
原田議員　　　そういう意見があることは承知していますが、一般会計からの繰り入れの金額について、どう考えるかは社会保障制度が考えてほしい。他市町について、一人当たり一般会計からどれだけ繰り入れているかについて、09年度は、みよし市4万5,797円、長久手町は16番目で、１万4,760円、名古屋市は2万9,565円。そう、特段にたくさん出している事もありません。長久手町の財政力から考えたら、負担割合としては低いのではないか。健保と国保の負担率の違いで反目しあうことは避け、お互い理解したいと思います。　　

委員長　　　　他になければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

　ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

　ないようですので採決を行います。請請願第５号国民健康保険における負担軽減を求める請願書について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　全員反対であります。よって請願第５号については不採択することに決しました。

陳情

委員長　　　　平成２２年１０月１３日付で、東京都千代田区神田神保町１－３９、社団法人　日本栄養士会　会長　中村丁次氏始め３名から市町村管理栄養士設置に関する陳情書が提出されましたので、文教福祉委員会としての取り扱いを検討したい。
前田委員　　　今の資料の最後に、給食センターに町職員の栄養士が１名、県から2名とあるが、県からの人は常駐か。

委員長　　　　常駐です。

前田委員　　　18ページの所で、一概に言えないが、町ではパートが多いので、今は難しいが、市になった時点で、市になるまでに、保健センターで常駐で見ていただくという意見でまとめて出すのはどうか。
小池委員　　　この陳情を提出した方、栄養士会の資料を見ると、管理栄養士の自治体における役割の重要性が強調されている。そういったものが、十分配置されていなかったり、パートであったりするので、正職員を配置してほしい。その中で、十分な役目を展開できるようにしてほしいというのではないかと思います。私は、そのように進めていくべき事であると思う。実際に、全くいないわけでなくパートで賄っている状況であり、より一層、充実させていく方向に異論はなく、そのように行政にもっていってほしい。きちんと配置しているのは市レベルで、町では、ないように見えるが、必ずしもそうではない。東浦町は、これから市になろうとしているところだが、すでに２名配置している。そう考えると、市になったらという線引きではなく、充実に向けてしていくのがよいのではないか。

伊藤委員　　　陳情の取り扱いの中で、本町の当該関係機関に善処方を求めていくがよいのでないか。
委員長　　　　意見を踏まえ、陳情書に対しては、本町の当該関係機関に善処方を求めるという取り扱いにする。
　　　　　　（出席者全員合意する。）
　
　　　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。

（異議なしの声あり）

ご異議が無いようですのでそのように取り計らいさせていただきます。以上で文教福祉委員会を閉会します。

午前１１時４２分閉会　　　

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２２年１２月１３日

文教福祉委員会委員長　じんの　和子
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